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何故、デジタル化？

DXは、デジタルトランスフォーメーション
（Digital Transformation）の略語です。

「トランスフォーメーション」とある通り、デジタル技術を
活用して、従来の「ビジネス手段」や「ビジネルモデル」の
変革を実現することで、それによってビジネス上の競争優位
を獲得することがDXの一つの目的といえます。
また、2018年9月に経済産業省が発表したDXレポートで、
日本企業がDXを実現できず、国際競争の敗者となれば、
2025年には最大で年間12兆円の経済損失が生じる可能性が
あると警告しています。



国として
日本では、

2020年9月に発足した、菅内閣の政策として「デジタル庁」の創設がされました。

デジタル社会形成基本法 施行日： ２０２１年９月１日

（目的）
第一条 この法律は、デジタル社会の形成が、我が国の国際競争力の強化及び国民の利便性の向上に資
するとともに、急速な少子高齢化の進展への対応その他の我が国が直面する課題を解決する上で極めて
重要であることに鑑み、デジタル社会の形成に関し、基本理念及び施策の策定に係る基本方針を定め、
国、地方公共団体及び事業者の責務を明らかにし、並びにデジタル庁の設置及びデジタル社会の形成に
関する重点計画の作成について定めることにより、デジタル社会の形成に関する施策を迅速かつ重点

的に推進し、もって我が国経済の持続的かつ健全な発展と国民の幸福な生活の実
現に寄与することを目的とする。

デジタル改革
デジタル化を実現し、ポストコロナの新しい社会をつくります。

デジタル庁創設 行政のデジタル化 規制改革 公務員のデジタル職採用

マイナンバーカード 教育のデジタル化 デジタル格差の解消に向けた活用支援 テレワーク

携帯電話の料金の引下げ



デジタルにより目指す社会の姿

Data Free Flow with Trust：信頼性のある自由なデータ流通



新潟県として













■新潟県DX推進プラットフォームの構成員一覧

株式会社ブリッジにいがた（代表機関） 株式会社イードア 株式会社ディジタルグロースアカデミア
株式会社BSN アイネット フラー株式会社 ITC新潟 国立大学法人新潟大学
新潟県 三条市 南魚沼市 妙高市 関川村
新潟県工業技術総合研究所
公益財団法人にいがた産業創造機構
株式会社第四北越銀行
第四北越キャリアブリッジ株式会社
第四北越リサーチ＆コンサルティング株式会社
一般社団法人新潟県商工会議所連合会
新潟県商工会連合会

新潟県ＤＸ推進プラットフォーム

経済産業省が実施する「令和4年度地域新成長産業創出促進事業費補助金（地域DX促進活動支援事業）」
の採択を受け活動

１. 新潟県内事業者のデジタル技術活用のビジョン作りから実現まで伴走支援することで「地域の成功事例づくり」を推進
２. 新潟県内企業と県内外のソリューション企業との接点を創出し、「繋がる仕組みづくり」を構築することで共創を促進
３. 実行を担うデジタル人材育成、支援人材育成などの「人づくり」を実施
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